様式第１
廃棄物処理施設整備事業費補助金（廃棄物リサイクル施設整備事業）
交付申請書
番　　　　　号
年　　月　　日
環　境　大　臣　　　殿

申　請　者　　氏　名
標記の補助金を次のとおり交付されるよう、関係書類を添えて申請する。
１　申　請　金　額　　　金　　　　　　円（うち消費税相当額　　　　円）
処　理　能　力　　　　　　　　　　ｔ／日
２　事業計画説明書　　　　　　　　　　　別紙（１）号
３　事業計画調書　　　　　　　　　　　　〃　（２）号
４　国庫補助金所要額調書　　　　　　　　〃　（３）号
５　財源調書　　　　　　　　　　　　　　〃　（４）号
６　本工事費種別明細書　　　　　　　　　〃　（５）号
７　付帯工事費種別明細書 　　　　　　　 〃　（６）号
８　用地費明細書　　　　　　　　　　　　〃　（７）号
９　補償費明細書　　　　　　　　　　　　〃　（８）号
10　調査費明細書　　　　　　　　　　　　〃　（９）号
11　機械器具費明細書　　　　　　　　　　〃　（10）号
12　営繕費明細書　　　　　　　　　　　　〃　（11）号
13　工事雑費明細書　　　　　　　　　　　〃　（12）号
14　事務費明細書　　　　　　　　　　　　〃　（13）号
15　車両費明細書　　　　　　　　　　　　〃　（14）号
16　代価表に基づく単価一覧表　　　　　　〃　（15）号
（添付書類）
１　設計図面
（１）一般平面図
ア．行政平面図（縮尺１／25,000～１／50,000程度）
行政区域、計画収集地域、建設予定地、搬入道路及び放流先等の概況を明示した図面。
イ．主要構造物の配置平面図面（縮尺１／100～１／500程度）
主要な構造物及び設備の配置を明示し、各構造物及び設備の名称、構造物の連絡配管並びに排水管を記入した図面。
（２）その他必要な図面（縮尺任意）
断面図等を添付すること。
（注）図面作成上の注意事項
①一般平面図は実測平面図であること。
②主要構造物の配置平面図は、建物にあっては、各階ごとに作成すること。
③主要構造物の配置平面図は、次の区分により色分けすること。
ア．補助対象事業（補助基本額）                    赤色
イ．単独事業                                      緑色
２　用地の取得又は賃借を行う場合は当該用地売買契約書又は用地賃借契約書の写し
３　定款、経理状況説明書（直近の２決算期に関する貸借対照表及び損益計算書）、登記簿の謄本、会社概要（商号、所在地、設立年月日、代表者、資本金、従業員数、沿革、業務概要が分かる企業パンフレット等）
４　その他参考資料
別紙(1)号
事業計画説明書
１　事業の施行理由及び効果
事業の実態を把握するに便なるよう、事業を行う理由（事業を行うことについて立地予定の市町村の理解を得ていることを含む）及び事業による効果を簡潔に、かつ正確に記述すること。
２　設置しようとする施設の処理能力及び処理見込み量
処理見込み量は、取り扱う廃棄物の種類ごとに、算出基礎とともに記述すること。
３　事業計画
全体事業計画の概要を記述するとともに、補助対象となる事業計画を具体的に記述すること。
なお、平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故により放出された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法施行規則（平成23年環境省令第33号。以下「放射性物質汚染特措法施行規則」という。）第25条第１項第１号、第２号及び第４号並びに第２項に規定する基準に適合した特定廃棄物（放射性物質汚染対策特措法第20条に定めるものをいう。）の処分を行うことができる施設であることを確認した根拠を簡潔に記述すること。

４　施行方針（工事方法）
補助事業に該当する各工種別に施工方針（工事方法）を具体的に記述すること。
５　施行方法
事業の施行について直営又は請負の別を記述すること。ただし、直営及び請負の併合するものは各々事業内容の概要を記述すること。
（例　請負施行　ただし、資材購入のみは直営とする。等）
６　施行場所及び総面積
所在地を記載すること。
総　面　積
７　工事着工予定年月日及び竣工予定年月日
８　設計責任者
所属　　　職　　　氏名
９　工事施行監督者
所属　　　職　　　氏名
様式第２　計画変更承認申請書
番　　　　　号

年　　月　　日

　環　境　大　臣　　殿


申　請　者　　氏　名
廃棄物処理施設整備事業費補助金（廃棄物リサイクル施設整備事業）
計画変更承認申請書

　平成　年　月　日付け　　発第　　号をもって交付の決定を受けた廃棄物処理施設整備事業費補助金（廃棄物リサイクル施設整備事業）について、計画を次のとおり変更したいので、下記のとおり申請します。

記

１　変更の内容               

２　変更を必要とする理由     

３  変更が補助事業に及ぼす影響

注

１　事業の内容を変更する場合にあっては、様式第１の別紙(1)号に変更後の内容を記入して添付すること。

２　経費の配分を変更する場合にあっては、様式第１の別紙(2)号に変更前の金額を上段に（　）書きし、変更後の金額を下段に記入して添付すること。

様式第３　　補助金交付決定変更申請書
様式第３－１
番　　　　　号
年　　月　　日
環　境　大　臣　　殿
申　請　者　　氏　名
廃棄物処理施設整備事業費補助金（廃棄物リサイクル施設整備事業）
交付決定変更申請書
平成　年　月　日付け　　発第　　号をもって交付の決定を受けた廃棄物処理施設整備事業費補助金（廃棄物リサイクル施設整備事業）について交付決定の内容等を次のとおり変更したいので、下記のとおり申請します。
	交付対象事業
	交付決定年月日
番号
	変更申請の主たる理由

	
	
	


（備考）
１．本様式に、様式２－２の表をあわせたものが申請書である。
２．「変更申請の主な理由」は、事業ごとに簡潔に記載すること。
３．必要に応じて経費の配分変更が分かる書類を添付すること。
様式第３－２
廃棄物処理施設整備事業費補助金（廃棄物リサイクル施設整備事業）
交付決定変更額表
事業主体名　　
（単位：千円）
	交付対象事業
	交付決定額
	変更増Δ減額
	改交付決定額
	摘 要

	
	
	
	
	


様式第４　補助金中止（廃止）承認申請書
番　　　　　号
年　　月　　日
環　境　大　臣　　殿

申　請　者　　氏　名
廃棄物処理施設整備事業費補助金（廃棄物リサイクル施設整備事業）
中止（廃止）承認申請書
平成　　年　　月　　日付け　　発第　　　号をもって交付の決定を受けた廃棄物処理施設整備事業費補助金（廃棄物リサイクル施設整備事業）について、下記のとおり中止（廃止）したいので、関係書類を添えて次のとおり申請します。
記
１．交付対象事業
２．補助金交付決定額　　　　　　　　　　　　　　　　円
３．中止（廃止）を必要とする理由
４．中止（廃止）の予定年月日
５．中止（廃止）が補助金事業に及ぼす影響
６．中止（廃止）後の措置
様式第５　交付対象事業の完了予定期日変更報告書
番　　　　　号
年　　月　　日
環　境　大　臣　　殿

申　請　者　　氏　名
平成30年度交付対象事業の完了予定期日変更報告書

	交付対象事業
	交付決定額
	完了予定期日
	予算の繰越
	変更の理由

	
	番　号
年月日
	交付金額
	変更前
	変更後
	種別
	繰越額
	

	
	
	
	
	
	
	
	


（備考）
１．記載順は、「明許繰越」、「事故繰越」、「繰越を伴わないもの」の順に記載すること。
２．予算の繰越を伴わない場合は、「予算の繰越」欄の記入を要しない。

様式第７　補助金事業実績報告書
番　　　　　号
年　　月　　日
環　境　大　臣　　殿

申　請　者　　氏　名
廃棄物処理施設整備事業費補助金（廃棄物リサイクル施設整備事業）
事業実績報告書
平成　年　月　日付け　　発第　　号をもって交付の決定を受けた廃棄物処理施設整備事業費補助金（廃棄物リサイクル施設整備事業）を完了したので、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第１４条の規定により、関係書類を添えて報告します。
１　精　算　金　額　　金　　　　　　円（うち消費税相当額　　　　円）
処　理　能　力　　　　　　　　　　　　ｔ／日
２．交付決定額　　　　金　　　　　　円　　　　発第　　号　平成　年　月　日
金　　　　　　円　　　　発第　　号　平成　年　月　日
３　収支精算書　　　　　　　　　　　　　別紙（１）号

４　事業費財源精算調書　　　　　　　　　〃　（２）号
５　国庫交付金受入調書　　　　　　　　　〃　（３）号
６　寄付金その他の収入額明細書　　　　　〃　（４）号
７　事業計画精算調書　　　　　　　　　　〃　（５）号
８　本工事費種別明細精算書　　　　　　　〃　（６）号
９　付帯工事費種別明細精算書　　　　　　〃　（７）号
10　用地費精算書　　　　　　　　　　　　〃　（８）号
11　補償費精算書　　　　　　　　　　　　〃　（９）号
12　調査費精算書　　　　　　　　　　　　〃　（10）号
13　機械器具費精算書　　　　　　　　　　〃　（11）号
14　営繕費精算書　　　　　　　　　　　　〃　（12）号
15　工事雑費精算書　　　　　　　　　　　〃　（13）号
16　事務費精算書　　　　　　　　　　　　〃　（14）号
17　車両費精算書　　　　　　　　　　　　〃　（15）号
18　代価表に基づく単価一覧表　　　　　　〃　（16）号
19　残存物件調書　　　　　　　　　　　　〃　（17）号
（添付書類）
１．設計図面（竣工）。なお、申請書と同じ設計図面であれば、省略することができる。
２．事業費歳入、歳出決算書（又は見込書）抄本
３．契約書の写し（約款等を含む。）、工事竣工届
４．その他参考となる資料（工事竣工検収書、竣工写真等）

様式第８　年度終了実績報告書
廃棄物処理施設整備事業費補助金（廃棄物リサイクル施設整備事業）年度終了実績報告書
番　　　　　号

                                                       　　　　　　　　　年　　月　　日

  環　境　大　臣　　殿

申　請　者　　氏　名  
平成　年　月　日付け　　発第　号をもって交付の決定を受けた廃棄物処理施設整備事業費補助金（廃棄物リサイクル施設整備事業）について、廃棄物処理施設整備事業費補助金（廃棄物リサイクル施設整備事業）交付要綱第15条第２項の規定に基づき、下記のとおり関係書類を添えて報告する。
記

　１　国庫補助金　　　　　　金　　　　　　　　　　　　　　　円（平成　　年度実績）
　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　　　　　円（平成　　年度計画）
　２　事業報告書

　　　別紙１　事業実施報告書（事業実績とともに翌年度以降の計画を記載すること。）
　　　別紙２　精算調書（実績額とともに翌年度以降計画額を記載すること。）
　３　添付書類

その他適宜必要な参考資料
様式第９　精算(概算)払請求書
番　　　　　号
年　　月　　日
環　境　大　臣　　殿
申　請　者　　氏　名
廃棄物処理施設整備事業費補助金（廃棄物リサイクル施設整備事業）
精算（概算）払請求書
平成　年　月　日付け　　発第　　号で交付額の確定（交付決定）の通知を受けた事業について、廃棄物処理施設整備事業費補助金（廃棄物リサイクル施設整備事業）交付要項第17条の規定により下記のとおり請求します。
記
１．請求金額　金　　　　　　円
２．請求金額の内訳
（概算払の場合）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費
区分
	交付決定額

（A）
	支出費用状況
	概算払

受領済額

（E）
	差引請求額

（E）-(D)

	
	
	実績額（B）
	見込額（C）
	合計（D）＝

（B）＋（C）
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	


（精算払の場合）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	交付決定額
	確定額（A）
	概算払受領済額（B）
	差引請求額（A）-(B)

	
	
	
	

	計
	
	
	


３．振込先の金融機関、支店名、預金の種別、口座番号及び名義
４．概算払を必要とする理由（概算払の請求をするときに限る。）
様式第１０　消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書
廃棄物処理施設整備事業費補助金（廃棄物リサイクル施設整備事業）
消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書
番　　　　　号
年　　月　　日
環　境　大　臣　　殿
申　請　者　　氏　名
平成　年　月　日付け　　発第　　号で交付の決定を受けた廃棄物処理施設整備事業費補助金（廃棄物リサイクル施設整備事業）について、廃棄物処理施設整備事業費補助金（廃棄物リサイクル施設整備事業）交付要綱第18条の規定により、次のとおり報告します。
記
１．補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第15条の交付金の確定額
  （平成　年　月　日付け　　　発第　　号による額の確定通知額）
金　　　　　　　円
２．交付金の確定時に減額した仕入に係る消費税等相当額
金　　　　　　　円
３．消費税及び地方消費税の申告により確定した仕入に係る消費税等相当額
金　　　　　　　円
４．交付金返還相当額（３－２）
金　　　　　　　円
５．参考となるその他資料（３．の金額の積算の内訳等）
様式第１１　取得財産等管理台帳
取得財産等管理台帳

	財　産　名

(備品等名)
	規　格


	数量


	単価

(円)
	金　額

(円)
	取　得

年月日
	耐用

年数
	設置又は

保管場所

	
	
	
	
	
	
	
	


（記載上の注意）
１　対象となる取得財産等は、取得価格又は効用の増加価格が廃棄物処理施設整備事業費補助金（廃棄物リサイクル施設整備事業）交付要綱第22項第１項に規定する処分制限額以上のものとする。
２　数量は、同一規格等であれば一括して記載して差し支えない。単価が異なる場合は分割して記載すること。

３　取得年月日は、検収年月日を記載すること。
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印
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